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　【スタート】＊施行日（平成27年4月1日）

自動火災報知設備の遡及対象物特定フロー（抄）

施行日後、（６）項ロに掲げる 

防火対象物の用途に供する部 

分を有するか。  

次のいずれかに該当するか。 

 ① (5)項イ及び(6)項ロに掲げる防火対象物（令第21条第1項第1号イ） 

 ② (6)項イ及びハに掲げる防火対象物（利用者を入居させ、又は宿泊させるものに

限る。） （令第21条第1項第1号ロ）  

③ (16)項イに掲げる防火対象物で延べ面積が300㎡以上のもの（令第21条第1項第

3号イ） 

 ④ (6)項イ及びハに掲げる防火対象物で延べ面積が300㎡以上のもの（利用者を入

居させ、又 は宿泊させるもの以外に限る。）（令第21条第1項第3号ロ） 

 ⑤ （略） 

⑥ (6)項の用途に供される部分が避難階以外の階に存する防火対象物で、当該避

難階以外の 階から避難階又は地上に通ずる直通階段が2（当該階段が屋外に設け

られ、又は総務省令で 定める避難上有効な構造を有する場合にあっては1）以上設

けられていないもの（令第21 条第1項第7号）  

⑦  （略） 

 ⑧  （略） 

 ⑨ (16)項に掲げる防火対象物（主要構造部を耐火構造としたもの又は建築基準法

第2条第9 号の3イ若しくはロのいずれかに該当するものを除く。）のうち、2階以上の

階を(5)項に掲げる用途に供するもので、延べ面積が300㎡以上のもの(条例第41条

第1項第3号) 

 ⑩ (16)項に掲げる防火対象物で、延べ面積が1,000㎡以上のもの(条例第41条第1

項第4号) 。 

自動火災報知設備を設置し

ているか。  

遡及非該当  

（現状のままで可） 

自動火災報知設備の設置義務あり 

 【経過措置期限：平成30 年3 月31 日】  

施行日後、(5)項イ、(6)項

イ 又は(6)項ハに掲げる

防火対象物の用途に供

する部分を有 するか。  

はい はい 

はい いいえ 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

設置している 

設置していない 

設置していない

 
 
 
 
 
 
 
 

施行日前、（６）項ロに掲げる 

防火対象物の用途に供する部 

分を有するか。  
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【スタート】

消防機関へ通報する火災報知設備の遡及対象物特定フロー（抄）

はい はい 

はい いいえ 施行日前、（６）項ロに掲げる

防火対象物の用途に供する部

分を有するか。  

施行日後、（６）項ロに掲げる

防火対象物の用途に供する部

分を有するか。  

次のいずれかに該当するか。    

(6)項ロ、(16の2)項及び(16の3)

項に掲げる防火対象物 （令第23

次のいずれかに該当するか。 

(6)項ロ、(16)項イ、(16の2)項

及び(16の3)項に掲げる防火

火災予防条例第６１条の２により有人直接通報の承認を得ているか。  

消防機関へ通報する火災報知設備を設置し、感知器の作動と連動し

て起動するか。  

消防機関へ通報する火災報知設備の設置義務、感知器の作動と

連動義務あり 【経過措置期限：平成30 年3 月31 日】  

遡及非該当  

（現状のままで可） 

はい 

はい 

はい はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 
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【スタート】

スプリンクラー設備の遡及対象物特定フロー（抄）

施行日前、(6)項ロに掲げる防

火対象物の用途に供する部

分を有するか。  

(6)項ロに掲げる防火対象物の

用途に供する部分が275㎡ 未

満か。  

施行日後、(6)項ロに掲げる防 

火対象物の用途に供する部分 

を有するか。  

次のいずれかに該当するか。  

① (6)項ロ(1)及び(3)に掲げる防火対象物（③及び④除く。）で、火災発生時の

延焼を抑制する機能を備える構造として総務省令（則第12条の2）で定める

構造を有するもの以外のもの（令第12条第1項第1号イ）  

② (6)項ロ(2)、(4)及び(5)に掲げる防火対象物(③及び④を除き、介助がなけ

れば避難でき ない者として総務省令で定める者を主として入所させる以外の

ものにあっては、延べ面積 が275㎡以上のものに限る 。)で、火災発生時の

延焼を抑制する機能を備える構造として総 務省令（則第12条の2）で定める

構造を有するもの以外のもの（令第12条第1項第1号ロ） 

 ③ (6)項、(16)項イに掲げる防火対象物で地階を除く階数が11以上のもの

（総務省令で定め る部分を除く。）（令第12条第1項第3号）  

④ (6)項のうち、平屋建て以外の防火対象物で、総務省令で定める部分以外

の部分の床面積 の合計が6,000㎡以上のもの（令第12条第1項第4号）  

⑤ （以下略） 

スプリンクラー設備を設置し ているか 

スプリンクラー設備の設置義務あり 

 【経過措置期限：平成30 年3 月31 日】  

遡及非該当  

（現状のままで可） 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

はい 

はい 

はい 

はい 

設置している 

設置していない 
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【スタート】

その他の消防用設備等の遡及対象物特定フロー

はい はい 

はい いいえ 施行日前、（６）項ロに掲げる 

防火対象物の用途に供する部 

分を有するか。  

施行日後、(6)項ロに掲げる防 

火対象物の用途に供する部分 

を有するか。  

次のいずれかに該当するか。 

① 屋内消火栓設備（令第11条第1項第2号、第6号） 

② 屋外消火栓設備（令第19条第1項） 

③ 動力消防ポンプ設備（令第20条第1項第1号） 

④ ガス漏れ火災警報設備（令第21条の2第1項第2号、第4号、第5号） 

⑤ 漏電火災警報器（令第22条第1項第3号、第6号、第7 号）  

⑥ 非常警報器具・非常警報設備 （令第24条第1項、第3項第3号、第4号） 

⑦ 避難器具 （令第25条第1項第1号） 

⑧ 誘導灯・誘導標識（令第26条第1項第1号、第2号、第4号）  

⑨ 消防用水（令第27条第1項第1号） 

⑩ 連結散水設備 （令第28条の2第1項） 

⑪ 排煙設備 （条例第45条の2第1項）  
 

その他の消防用設備等①～⑪ 

を設置しているか。  

その他の消防用設備等の設置義務あり 

 【経過措置期限：平成30 年3 月31 日】  遡及非該当 

（現状のままで可）  

いいえ 

いいえ 

いいえ 

設置している 

設置していない 

はい 

はい 

はい 

 
 
 
 
 
 
 
 



5

【スタート】

防火管理者の選任等の遡及対象物特定フロー（抄）

はい はい 

はい いいえ 

いいえ 

施行日前、（６）項ロに掲げる 

防火対象物の用途に供する部 

分を有するか。  

施行日後、（６）項ロに掲げる 防

火対象物の用途に供する部 分

を有するか。  

次に該当するか。 

 (6)項ロ、(16)項イ及び、(16の2)項に掲げる防 火対象物で、収

容人員が10人以上のもの （令第1 条の2 第3項第1号イ）  

統括防火管理者選任及び消

防計画作成を届 出ているか。  

 
防火管理者の選任義務、防災計画の作成等義務あり 

遡及非該当  

（現状のままで可） 

はい 

はい 

はい 

いいえ 

いいえ 

いいえ 

届出ている 

届出ていない 
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